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 本マニュアルの性格と使い方 

1-1 本マニュアルの目的 

 本マニュア 長 県環境影響評価条例 成 10 長 県条例第 1「 号 以 条例

いう 第 4条第 1 規定 長 県環境影響評価技術指針 以 技術指針 いう

内容 い 具体的 解 を行う あ  

 

1-2 本マニュアルの性格 

 本マニュア 環境影響評価 係 調査等を実施 事業者及び調査会社等を主 対象

者 調査等 関 知識や技術を有 を前提  

 本マニュア 環境影響評価 係 調査等 基本的 手法等を示 個々 事業特性

や地域特性 新 知見や技術等 適 手法等を選択 を妨 い  

 本マニュア 今後 調査 研究 進展や 環境影響評価 実績 積 等 技

術指針 見直 整合を 適宜必要 改訂を行う あ  

 

1-3 本マニュアルの構成と使い方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料編 

別冊  

 主 既存文献等 環境影響評価 特 予

備調査 段階 実施

当 参考資料 

序論  マニュア 明 

  環境影響評価

基本的 考え方 

  今回 主 改

点 

マニュア を使う

当 基本的

事 を示  

総論 

 

  環境影響評価全

般 係 事 (手

沿 解 ) 

環境影響評価を実施

基本的 手

法を示 事業

や地域 特性 応

を応用  

 各環境要素

手法等 

 

各論 



 序-2 

 環境影響評価の基本的 考え方 

2-1 事業者 事業実施前 ら環境 配慮する 

 環境影響評価 事業者自 事業実施前 環境 状況及び事業 環境 え 影響

い 調査 結果 基 環境 悪化を未然 防 措置を事業 反映

あ 適 持 的 環境を利用 事業実施を可能 あ 本県

環境基本計 等 定 環境 将来像を実現 要 あ  

 

2-2 早期計画段階 ら環境面の配慮を検討する 

 本県 環境影響評価制度 事業 実施段階 行ういわゆ 事業環境影響評価 あ

環境保全 事業を効果的 両立 せ 事業計 早い段階 環境面 検討を行い

事業者自身 事業実施 可否 断を含 事業計 反映 要 あ  

 予備調査を含 配慮書作成 段階 非常 要 あ  

 環境影響評価 手 入 以前 地域特性 理解 努 環境保全 面

事業 立地や内容を検討 望  

 

2-3 科学的 方法論 基づく調査、解析を行い情報を公開する 

 環境影響評価 得力を持 科学的 合理的 調査 解析等 手法

可能 限 定 的 客観的 予測 評価等を行う 可 あ 客観的 事実

推論 明確 区 記述 要 あ  

 幅広い人々 知見を集 適 環境 配慮 事業を実現 情報 公

開 希少生物 等 い 盗掘又 密猟等 防 公表 方法等

配慮 必要 要 あ  

 

2-4 事業 対する住民等の理解を得る 

 環境影響評価制度 民等 参加手 環境保全 観点 広 意見を聞

あ 多 事業 環境影響評価 民等 明 要 場 い

環境影響評価制度を積極的 活用 民等 理解を得 要 あ  

 

2-5 地域の望ましい環境像との整合性を保った事業計画とする 

 環境 恩恵を享受 将来 を引 県及び関係 村 環境
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基本条例や環境基本計 他 地域 環境 関わ 施策等 基本理念や環境目標を

尊 望 い環境像 実現 資 を事業 内容や環境保全 方針 組 込

要 あ  

 

 環境影響評価の手順と今回の主 改正点 

3-1 環境影響評価の手順 主 技術的 面  

 環境影響評価 技術的 面 手 大 段階 環境影響評

価等 実施手 0-「 参照  

。1) 配慮書 作成段階 

。「) 方法書 作成段階 

。」) 準備書 作成段階 

。4) 評価書 作成段階 

。5) 事後調査計 書 作成段階 

。6) 事後調査報告書 作成段階 

 配慮書 作成段階 事業計 柔軟 変更 可能 あ 早期 段階 い 事業

置 規模等 関 複数案 い 環境影響 比較検討を行う 事業実施

大 環境影響 回避 減を可能 あ  

 方法書 作成段階 環境影響評価 実施方法を検討 環境影響評価 目並び 調

査 予測及び評価 手法 予備選定 ング 行わ 個々 事業 メ ハ

あ 環境影響評価を実施 後 調査等 手戻 を 要 段階

あ  

 準備書 作成段階 実 調査 予測及び評価を行い 予測結果を 保全対策を

検討 内容 事業者自 実行可能 範 トを尽 い 評価を行う  

 評価書 作成段階 環境保全 見地 意見を 準備書 内容を再検討 必

要 修 を行う  

 事後調査計 書 作成段階 評価書 公告 日以降 事業計 変更や周 環境

変化等を踏 え 評価書 記載 事後調査計 再検討を行う  

 事後調査報告書 作成段階 事後調査計 書 対 知事意見を勘案 再検

討 事後調査計 事後調査計 書を作成 い い場合 評価書 記載 事後調

査計 基 い 調査を行 事後調査 結果を環境影響評価 結果 比較 環境保全

措置 効果を検証 必要 応 環境保全措置 見直 及び見直 環境保全措

置 係 予測 評価を行う 本制度 信頼性や実効性 確保 今後 環境影響評
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価技術 向 等 い 要 意味を持  

 

3-2 今回の主 改正点 

 今回 主 改 点 以 あ  

 主 改 内容 反映 段階 い ［ ］ 示  

。1) 新 手 入等 伴う改  

 条例 改 伴う配慮書手 事後調査計 書 手 入及び事後調査報告書 手

見直 伴い 各手 技術的 事 を明記  

［主 環境影響評価等 実施手 沿 技術手法 解 反映］ 

。「) 電気工作物 建設 工作物 用 供 一団 土地 造成 条例対象事業化 伴う改  

 条例 改 伴う新 条例対象事業 い 事業計 概要 策定 段階 明

事業計 内容を追加 様式 場 係 記載例を太陽光発電所 係

記載例 変更  ［主 方法書 作成段階 様式 記載例 反映］ 

。」) 環境保全措置 種類 見直 伴う改  

 回避 最 化 修 減及び代償 種類 構成 い 環境保全措置 い 回

避 減及び代償 種類 集約  ［主 環境保全措置 検討 反映］ 

。4) 環境要素 追加等 伴う改  

 条例 改 伴う条例対象事業 拡大や社会状況 変化等 適 対応 水象

環境要素 温泉 区 を追加 他 環境要素 日照阻害 電波 害

風害 光害を追加 技術的事 を記載  ［主 第 章 各論 反映］ 

。5) 他 改  

＜総論＞ 

 環境影響評価 実施 各段階 い 対象事業等 実施 環境 負荷を

限 回避 又 減 他 環境 保全 い 配慮を適 行い 結

果を事業計 反映 を明記  ［主 方法書 作成段階 反映］ 

＜各論＞ 

 騒音 環境要素 い 用途地域等 指定 環境基準 設定 い い地域

残留騒音を用い 評価 い 追加  

 生態系 環境要素 い 事後調査結果 検討 当 種構成 個体数 変化を評

価 多様度指数や類似度指数を用い 定 的 解析を検討 を明記 具

体的 解析手法 い 参考資料 掲載  

 環境基準や参考文献等 い 最新 内容 修  


